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This article examines the audiovisual media policy of the EU, focusing on the "media 
pluralism" in relation with the roles of public broadcasting in the era of new media.
The EU adopted the "Television without Frontier Directive" in 1989 which permitted 
transmission of TV broadcasting to other member states on the ground of free movement of 
service.  In 2007, this directive was modified to "Audiovisual Media Service Directive" 
regulating not only TV broadcasting but also other audiovisual contents via new media as 
internet and mobile-phone.
The EU audiovisual media has two aspects; culture and commerce.  On the one hand it 
refers to "service" in the market economy ruled by EU competition law.  On the other hand, 
media has cultural and social aspects which deeply relate to the democracy, public opinion 
and identity.  For this reason, the EU emphasizes the importance of "media pluralism" and 
admits the state compensation to the public broadcasting as exception to the EU 
competition law under certain conditions. 




















ては、後述するように 1989 年に「国境なき TV指令」が採択され域内自由化の方向が定まった。


































州放送連合（EBU, European Broadcasting Union）９）の支持があったといわれる。また同年、
非公式ではあるが初の文化担当大臣による閣僚理事会が開催され、欧州の文化遺産や、欧州映






問題を扱っていた。こうした域内自由化への動きには、欧州広告協会（EEA , European 










の末、1989 年に採択された「国境なき TV指令」14）（以下 89 年指令）は、域内放送市場の自由
化を「開業の自由」の文脈で捉えたものであった。他の商品やサービスの自由移動と同様、相
互認証原則 15）を基本とする「発信国主義」（country of origin principle）が採用された。そし
て TV放送の域内自由化とともに、未成年者保護や広告などの共同規制体制ができる。89 年指
令では、TV広告は番組本体と明確に区別されること、番組編集のスポンサーからの独立が求













ちなみに、この指令から 15 年を経た 2005 年の数字では、域内の TV放送に占める欧州作品
















































93 年から 95 年の間、欧州委員会の DGⅢは、欧州の放送番組会社を中心に 3度にわたり詳
細なアンケート調査を実施するなど、欧州メディアの意識調査に熱心であった。質問項目は、


























2002 年と 2006 年のワールドカップでは、Kirchグループの独占契約が問題になった。この
グループは 2005 年にはイギリスが作成した独占を認めない番組リストに不服があるとして、
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EU第一審裁判所に申立てたが、手続き上の問題で訴えは却下された 29）。
なお、EUとは別に欧州審議会において採択された「越境 TVに関する議定書」9条 aに、







他方で 2005 年 9 月には、後半期の議長国であるイギリスのリバプールにおいて、「文化と商







立した EAO（1992 年設立、European Audiovisual Observatory）がある。EAOは、欧州の














































広告の時間的規制については、1時間に 12 分（20％）という規制は維持し、他方で 97 年指
令までの 1日の総量規制は撤廃された。ただし、映画や子供番組については 30 分間に 1度の



























算は、2007 年から 13 年までの期間で約 7億 5500 万ユーロである。作品制作の技術面での援助
や、商品の配給やマーケティング・宣伝など事後的支援も含む。資金の内訳は、脚本やデジタ
ル技術などの訓練に 7％、新たな才能発掘や共同制作支援などに 20％、配給支援に 55％、フェ
スティバルなど宣伝に 9％である。
さらに 2008 年、映画における文化的多様性の観点から、欧州以外の制作に対して支援をす
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2　EU競争法と公共放送
公共放送は、競争法上、EU運営条約 106 条（旧 EC条約 86 条）2項 47）でいう「一般的経済






























































2005 年、フランスの民間放送 TF1 は、公共放送であるフランス 2および 3に対する政府の
補助が共同市場と両立すると判断した欧州委員会を相手に、第一審裁判所に訴訟を提起した。
欧州委員会は、政府の補助が公共放送のコストと均衡のとれたものだと判断していた。裁判所
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